
課題番号   ：27指1403 

研究課題名  ：東日本大震災における被災児童の前向き追跡研究および被災児童の心的外傷後ストレ

ス障害（PTSD）に関する研究 

主任研究者名 ：牛島洋景 

分担研究者名 ：宇佐美政英，岩垂喜貴、稲崎久美 

        鈴木友理子（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所） 

        佐竹直子（国立精神・神経医療研究センター病院） 

キーワード   ：東日本大震災，外傷後ストレス障害，前向き追跡研究，連携システム 

研究成果     ：本研究は東日本大震災に被災した石巻市の児童の、被災の経過を明らかにすること、

外傷を受けた子どもへの標準的な治療を実施しその有効性を明らかにすること、地域精神保健ネット

ワークの構築をめざすものであり、3年目間の研究成果概要は以下のとおりである。 

【石巻市の被災児童の前向き追跡研究】 

 被災児童のトラウマ症状の推移とその予測因子を明らかにすることを目的として、PTSSC-15 を用い

た調査を３年間（2015 年〜2017 年）行った。これは被災 5年後から 7 年後の調査ということとなる。

この調査からは、災害後の子どものトラウマ反応は継時的な変化を認め、2年以内には改善傾向を示す

ことが明らかになった（学会発表済み・投稿準備中）。2011 年から継続して、朝食を食べてこない児

童、すなわち養育環境が不適切な児童が PTSSC-15 の得点が高い。震災後の支援活動は、子どものトラ

ウマ症状は一般的に２０ヶ月までは継続しないことを念頭においた介入プランを構築していくことが

重要である。被災の直接的な影響だけでなく、長期的には家庭環境の変化（仮設住宅や親の失職など）

の影響や、虐待などの不適切な養育環境による影響も考慮しなくてはならない。 

 これら震災からの時間経過に伴う得点の推移が、被災からの時間の経過によるものなのか、発達に

伴う通常の変化なのかを検討するため、非被災地において同じ質問紙を用いた調査を 2年間継続して

実施した。経時的にみた場合に小学生では被災地（石巻市）では得点が軽快し､非被災地（市川市）で

は有意な得点の変化は認めなかった。中学生においては被災地（石巻市）では得点が悪化し､非被災地

（市川市）では有意な差は認めなかった。被災地では小学生年代に軽快した得点が中学生年代に入る

と再び悪化してゆく可能性が考えられ､トラウマ反応は特に中学生年代で再燃する可能性を示唆する

ものである。朝食摂取率は被災地（石巻市）で高かった。睡眠習慣では被災地（石巻市）と非被災地

（市川市）で特記すべき特徴を認めなかった。被災地では生活習慣の乱れがあり､被災地の外傷体験は

小学生で高い傾向にあると考えられる。 

【被災地の保健行政からみた被災児童の精神保健に関する研究】 

 石巻市虐待防止センター（以下同センター）の保健師をゲートキーパーとして、アセスメントや介

入を依頼される児童および母親、家族についての実態調査を行った。平成 29 年度は、子どものケース

が 12 件、親のケースが 1件、関係者会議に対するスーパービジョンが 4件であった。うち、要保護児

童対策地域協議会（以下要対協）に関するケースが 3件とこの 3年間年間減少傾向にある。この要因

として、要対協や石巻市こども関係者会議等で、すでに支援体制が確立され対策が検討されるように

なったことが考えられる。また児童に関する相談は今年度小学生 3件、中学生 6件、高校生 4件で、

小中学生の相談件数はこの 3年間ほぼ横ばい、28年度より高校生の相談ケースがみられるようになっ

てきている。これまで中学生以下の支援体制を構築してきた中で、その対象にならない年齢層への支

援サービス不足のあらわれと考えられ、今後この年齢層に対する支援体制の検討が必要と思われた。 



 ストレスを抱えて悩む子供たちの早期把握に努めることを目的に H25 年度より日常生活調査が開始

し、先行研究から継続してスクリーニングツール（修正版 QCD（自記式））の作成と調査結果の分析を

共同で行なった。今年度は 7小学校計 560 名に対して調査を行った。生活上の困難度を表す総得点の

平均は 25 年度から徐々に年々低下してきている。また調査時にカウンセリング希望の有無を確認した

が、相談を希望する児童の学校生活または家庭生活に対する全体的な満足度（学校・家庭）の質問項

目において、面接を希望しない児童に比べて有意に低い傾向にあるという結果が得られた。カウンセ

リング希望のあった児童は 24 名（男子 12 名、女子 12 名）で、相談内容は学校での友人関係、親、兄

弟間の葛藤などが多く、3年間通して同じ傾向が見られた。平成 25～28 年度は震災に関連した相談内

容（PTSD 関連、震災による生活の変化の影響）が見られたが、平成 29 年度は子供たちが日常生活で抱

えやすい問題についての相談だけであった。また特にスクールカウンセラーや児童精神科医の介入が

必要なケースも徐々に減少し、29 年度は 0件となっている。これについては震災後の復興の中で子ど

ものストレスが減少しただけでなく、学校でのスクリーニング機能の向上、震災後の学校におけるメ

ンタルヘルスに関する支援量の増大などが要因として考えられる。なおこのスクリーニングツールは、

早期発見と学校と行政の関係性の構築・維持を目的として、研究終了後平成 30 年度以降も事業として

継続されることとなった。 

 母子のメンタルヘルスに関するネットワーク構築について、先行研究にて平成 24 年度に設置した同

市学校教育課が主催の「石巻市子ども関係者会議」と要対協ケース会議、両方の会議に参加し、ケー

スに関するスーパービジョンを行いつつ、包括的なネットワークについて検討をおこなった。学校、

行政各部署での連携は年々スムーズに実施されるようになってきており、特に学校側の積極的なネッ

トワークへの参加がみられるようになってきている。さらに、28年度からは、母子だけでなく家族全

体として問題を抱えるケースが増えてきていることもあり、地元の家庭医と地域包括センターのワー

カーにも参加をお願いし、学校、行政、福祉、医療とネットワークの充実化を図った。今後の課題と

しては地元の児童精神科・精神科の専門家にこのネットワークへの参加をどのように促していくかと

ことがあげられる。 

【被災児童に発症する精神障害の有病率に関する研究】 

 被災地における児童の精神障害の有病率を明らかにし、その発症と関連する因子を検討するために、

構造化面接を計画し実施した。構造化面接は 2016 年(被災後 5年)に中学 1年〜3年、2017 年（非最後

6年）に小学 4年〜6年の児童に対して実施した。2016 年は調査対象中学校の 514 名の生徒のうち

330 名（回収率は 64.2%、男子 146 名、女子 184 名、平均年齢は 13.3±0.9 歳）から同意が得られ

た。症状評価尺度の平均点は、DSRS は 8.5±5.5（男子 7.8±5.0 、女子 9.1±5.8）、S-CAS は

20.2±19.1（男子 16.3 ±19.2、女子 23.3±18.5）、ODBI は 10.9±10.0（男子 11.7±10.5、女

子 10.3±9.5）、PTSSC-15 は 19.2±14.8（男子 16.5±13.4、女子 21.2±15.6）であった。精神

疾患の有病率は一般的な有病率と比較して高いものはなかったが、軽躁エピソードと診断できる

児童が高率に存在した。これは震災後に児童に見られる Serious Emotion Disturbance （SED）が

軽躁エピソードの診断に影響を与える可能性があった（第 58 回日本児童青年期精神医学会で報告、

論文作成中）。また自殺念慮については被災の程度や外傷の程度よりも、現在のうつ状態が影響

することが明らかとなった（第 16 回欧州児童青年期精神医学会にて報告、論文作成中）。2017

年は調査対象小学校 377 名のうち 229 名（回収率は 60.7％、男子 115 名、女子 114 名、平均年齢は

10.2±0.9 歳）から同意が得られた。症状評価尺度の平均点は、DSRS は 6.1±4.3（男子 6.1±4.6 、

女子 6.0±3.8）、S-CAS は 16.5±13.7（男子 13.8±12.0、女子 18.3±13.4）、ODBI は 11.1±



10.0（男子 10.6±9.6、女子 11.3±10.1）、PTSSC-15 は 14.9±12.9（男子 14.5±12.9、女子 14.7

±12.3）であった。2016 年の調査同様、軽躁エピソードの有病率の高さが明らかとなった（第 59 回

日本児童青年期精神医学会で報告予定）。症状評価尺度の値を小中学生で比較したところ、DSRS、SCAS，

PTSSC は中学生で有意に高値であったが。ODBI の点数に有意な差はなかった。 

【支援を行った被災児童の追跡研究】 

 石巻市は児童精神科医療の資源が乏しため、医療機関だけではなく教育機関や行政・福祉が連携し

て被災した子ども継続的に支援できる体制を作ることを目的に、「石巻市子ども支援関係者会議」（以

下、本会議）を定期的に開催した。本研究の目的は、本会議を通して支援活動を行なった被災児童の

経過を追跡調査し、その経過を明らかにすることである。2015 年度〜2017 年度には 25 回の会議を開

催し、述べ 39 事例（実数は 30 名）について検討を行った。複数回検討した事例が 8名であった。小

学校低学年が 4名、高学年が 9名、中学生が 17 名であった。検討内容（複数の問題を抱えて事例あり）

は、震災関連症状 1例、不登校 12 名、虐待 13 例、親の精神疾患 12 例、経済的問題 6例、知的発達障

害 12 例であった。震災から時間が経つにつれ、ケースの背景に貧困や片親家庭、親の精神疾患など、

家族機能が十分に機能しない事例が増加した。震災以前からの問題が解決されないまま、複雑かつ重

篤化して立ち行かなくなり、子どもが症状を呈して教育現場から事例化していると考えられた。これ

らの事例では警察や児童相談所が介入していることも多く、本会議で多機関が集まって情報を共有す

ることで、各機関の特徴を活かした役割分担の整理や明確化がなされ、よりよい支援につながったと

考えられた。本会議を継続して開催することで、各機関の役割を互いに理解し”顔の見える連携ネッ

トワーク”を地域に浸透させる契機になった。またみなで事例に対しての責任を共有し、燃え尽きを

防止する効果もあると考えられた。 

【外傷（トラウマ）を受けた子どもの治療技法の有効性に関する研究】本研究は心的外傷における新

しい治療をわが国において発展させるため TF-CBT を実践しその有効性を検証するものである。2015

年 9 月から Peer consultation を開始している。2016 年 3 月に Web Consulation を行った。また、他

施設との間で TF-CBT に関する研究会を計 3回（2017 年 3 月 4-5 日、2017 年 9 月 9-10 日、2018 年 3

月 10−11 日）行った。現時点で 5症例を行っており（完了 3例、中断 2例）、完了例からは十分な効

果が確認されている。 
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Abstract：This study was conducted as a prospective cohort study in Ishinomaki city. And we 

conducted a standard treatment for children with PTSD and examined the effectiveness of 

that treatment procedure. This study also developed a support system for the children in 

cooperation with Ishinomaki city. 

【Prospective study of affected children in Ishinomaki-City】We conducted a survey using 

PTSSC - 15 for 3 years (2015 - 2017) with the aim of clarifying the transition of the traumatic 

symptoms of affected children and their predictors. This is a survey 7 years after the disaster. 

From this survey, it was revealed that the trauma response of the child after the disaster was 

observed to change over time, and it showed improvement within 2 years (This has been 

presented at the congress, submission of article in progress). The score of PTSSC - 15 of 

children who do not eat breakfast, that is, inadequate child rearing environment continues to 

increase from 2011. It is important for the support activities after the disaster to build an 

intervention plan that keeps in mind that children's trauma symptoms generally will not 

continue until 20 months. In addition to the direct impact of the disaster, we must also 

consider the influence of changes in the family environment (such as temporary housing and 

parents' disappearance) in the long run and the inappropriate nursing environment such as 

abuse. In order to examine whether the transition of the score with the lapse of time since the 

earthquake was due to the lapse of time from the disaster or whether it is a normal change 

accompanying development, a survey using the same question paper in non-affected areas 

was conducted for 2 years. In the case of elementary school students in the disaster area 

(Ishinomaki City), the score was improved, but in the non-afflicted areas (Ichikawa-City), no 

significant change was observed. In junior high school students, the score got worse in the 

disaster area, and there was no significant change in non-afflicted areas. In the afflicted area, 

it was thought that the score which was lightened in elementary school age might deteriorate 

again as junior high school age enters. This suggests the possibility of traumatic symptom 

might deteriorate especially in junior high school age. Breakfast intake rate was high in 

disaster area. Sleeping habits did not recognize features that should be noted in disaster 

areas and non-disaster areas. There are disturbance of lifestyle habits in the affected area, 

and the traumatic symptom of disaster area tends to be higher in junior high school students. 



【Study of Mental Health of affected children from the viewpoint of health administration】In 

our division, we have worked 3 research projects through 6 years according to previous study. 

We surveyed all children and mothers with mental problem who visited department of public 

health and welfare in Ishinomaki municipal government to consult or were referred by the 

other professionals about their variation of problem and their background. And we developed 

the screening questionnaires to catch the children with mental problem or difficult condition 

in their daily life early with Ishinomaki municipal government. We used it for total 3624 

elementary school students and analyzed the effectiveness of it. The average of total score has 

been decreasing year by year, it means children’ has been growing their contentment in their 

lives after the disaster. The government has decided to continue this survey since 2018. As 

the third project, we supervised support network system of child-mother with mental 

problems and made recommendation how to improve the function.  

【Study of prevalence of mental disorders in afflicted area】A structured interview was 

conducted to clarify the prevalence rate of children's mental disorders in affected areas and to 

examine the factors associated with the onset. The survey was carried out from the first grade 

to the third grade of junior high school in 2016 (5 years after the disaster), and the fourth 

grade to the sixth grade of elementary school in 2017 (6 years after the disaster). In 2016, 330 

of the 514 students agreed with 64% (recovery rate: 64.2%, male 146, girls 184, average age 

13.3 ± 0.9 years old). The mean score of the symptom rating scale was 8.5 ± 5.5 (7.8 ± 5.0 for 

boys, 9.1 ± 5.8 for girls) for DSRS, 20.2 ± 19.1 (16.3 ± 19.2 for boys and 23.3 ± 18.5 for girls) for 

S-CAS, 10.9 ± 10.0 Male 11.7 ± 10.5, female 10.3 ± 9.5) for ODBI and 19.2 ± 14.8 (male 16.5 ± 

13.4, female 21.2 ± 15.6) for PTSSC-15. The prevalence of psychiatric disorders was not high 

compared to the general prevalence, but there were high rates of children diagnosed with 

hypomanic episodes. There was a possibility that Serious Emotion Disturbance (SED) seen in 

children after the disaster could affect the diagnosis of hypomanic episode (reported at the 

58th Congress of Japanease Society for Child and Adolescent Psychiatry, submission of article 

in progress). With regard to suicidal ideation it became clear that the present depression state 

is more influential than the extent of the affliction and the extent of the traumatic symptom 

(reported at the 16th Congress of European Society for Child and Adolescent Psychiatry, 

submission of article in progress). In 2017, agreement was obtained from 227 of 377 subject 

(collection rate is 60.7%, boys 115, girls 114, average age 10.2 ± 0.9 years old). The mean score 

of the symptom evaluation scale was 6.1 ± 4.3 (male 6.1 ± 4.6, female 6.0 ± 3.8) for DSRS, 16.5 

± 13.7 (male 13.8 ± 12.0, female 18.3 ± 13.4) for S-CAS, 11.1 ± 10.0 Male 10.6 ± 9.6, female 

11.3 ± 10.1) for ODBI, 14.9 ± 12.9 (male 14.5 ± 12.9, female 14.7 ± 12.3) for PTSSC-15. Like 

the 2016 survey, the prevalence of hypomanic episodes became clear (to be reported at the 

59th Annual Meeting of the Japanese Children's Adolescent Psychiatric Association). 

Comparing the values of the symptom evaluation scale with elementary and junior high 

school students, DSRS, SCAS and PTSSC were significantly higher in junior high school 

students. There was no significant difference in ODBI scores. 【The Study for Mental Support 

Services Establishment】 The purpose of this research is to create a system that can 



continuously support disaster-stricken children. For that purpose, not only medical 

institutions but also educational institutions, administration and welfare worked together to 

regularly hold "Ishinomaki City Child Support Association Conference". In addition, we 

tracked the progress of affected children who carried out support activities through plenary 

sessions and clarified the course. We held 25 meetings from FY 2015 to FY 2017 and 

examined 39 cases (30 people in real number) stated. There were 8 cases studied multiple 

times. There were four elementary school lower grades, nine upper grades, and 17 junior high 

school students. The examination contents were 1 case of earthquake related symptoms, 12 

case of school refusal, 13 cases of abuse, 12 cases of parents' mental illness, 6 cases of 

economic problems, 12 cases of intellectual developmental disorder. With the passage of time 

since the earthquake, cases in which family functions do not function sufficiently, such as 

poverty, one-parent family, parent's mental illness increased. The problem from the time 

before the earthquake became complicated and became serious, and it seemed that the child 

presented the symptoms and was instantiated at the educational site. In these cases, police 

and child consultation centers intervene and many institutions gather at the plenary meeting 

to share information, organizing and clarifying role of each division. It was thought that it led 

to better support. By continuing to hold the plenary session, it was an opportunity to 

understand each other's roles and spread disseminating cooperative networks to the 

community. In addition, it was thought that everyone shared the responsibility to the case 

and had the effect of preventing burnout.【The survey of treatment for children with PTSD】This 

study is to practice TF - CBT to verify the effectiveness of it in order to develop new treatments in 

psychological trauma in our country. We performed Web Consulation in March 2016. In addition, a 

study group on TF-CBT with other facilities was conducted three times in total (March 4-5, 2017, 

September 9-10, 2017, March 10-11, 2018). At the present time, 5 cases were performed (3 

completed cases, 2 discontinued cases), and sufficient effect was confirmed from the completed 

example. 

 

 

 

 

 

 

 



27指 1403 【3 年研究 最終報告】
東日本大震災における被災児童の前向き追跡研究および被災児童の心的外
傷後ストレス障害（PTSD）に関する研究

石巻市の被災児童の前向き追跡研究

① 石巻市の被災児童の前向き研究

健康調査を継続的に施行し、その変化を追跡。

② 石巻市の被災児童と健常児の比較研究

千葉県内で健康調査を施行し、被災児と非被災児の比較検討を行う。

③ 被災地の精神保健行政からみた被災児童の精神保健に関す研究

養育能力の低い家庭で育った子どもへの東日本大震災が与えた影響を検討し、その支援を構築する。

④ 支援を行った被災児童の追跡研究

石巻市の被災児童に発症する精神障害の有病率に関する研究

被災児童に構造化面接を行い、発症する心的外傷ストレス障害(PTSD）といった精神障害の有病率とそのリスク要因を調査。

外傷（トラウマ）を受けた子どもの治療技法の有効性に関する研究

外傷への標準的な治療技法を施行し、その有効性を検討

期待される成果

① 被災児童、支援した子どもの経過を明らかにできる

② 被災児童に発症する精神障害の有病率、リスク要因を明らかにできる

③ 外傷を受けた子どもへの標準的治療を施行し、その有効性を検討する



石巻市の被災児童の前向き追跡研究

①PTSSC-15を用いた調査から、災害後の子どものトラウマ反応は継時的な変化を認め、2年以内には改善傾向を示すことが明らかにな。（9th Asian Society 

for Child and Adolescent Psychiatry （2017年8月, Indonesia）で発表、論文作成中）。

②追跡研究でみられたPTSSC‐15の経年変化が、通常の発達的変化なのかについて明らかにすることを目的とし、同様な調査を市川市で行った。経時的にみた

場合に小学生では被災地（石巻市）では得点が軽快し､非被災地（市川市）では有意な得点の変化は認めなかった。中学生においては被災地（石巻市）で

は得点が悪化し､非被災地（市川市）では有意な差は認めなかった。被災地では小学生年代に軽快した得点が中学生年代に入ると再び悪化してゆく可能性

が考えられ､トラウマ反応は特に中学生年代で再燃する可能性を示唆するものである。朝食摂取率は被災地（石巻市）で高かった。睡眠習慣では被災地

（石巻市）と非被災地（市川市）で特記すべき特徴を認めなかった。被災地では生活習慣の乱れがあり､被災地の外傷体験は小学生で高い傾向にあると考

えられた。

③石巻市虐待防止センター（以下同センター）の保健師をゲートキーパーとして、アセスメントや介入を依頼される児童および母親、家族についての実態

調査を行った。

1. 平成29年度は、子どものケースが12件、親のケースが1件、関係者会議に対するスーパービジョンが4件であった。うち、要保護児童対策地域協議会

（以下要対協）に関するケースが3件とこの3年間年間減少傾向にある。また児童に関する相談は今年度小学生3件、中学生6件、高校生4件で、小中学

生の相談件数はこの3年間ほぼ横ばい、28年度より高校生の相談ケースがみられるようになってきている。これまで中学生以下の支援体制を構築して

きた中で、その対象にならない年齢層への支援サービス不足のあらわれと考えられ、今後この年齢層に対する支援体制の検討が必要と思われた。

2. ストレスを抱えて悩む子供たちの早期把握に努めることを目的にH25年度より日常生活調査が開始し、先行研究から継続してスクリーニングツール

（修正版QCD（自記式））の作成と調査結果の分析を共同で行なった。平成29年度は7小学校計560名に対して調査を行った。生活上の困難度を表す

総得点の平均は25年度から徐々に年々低下してきている。また調査時にカウンセリング希望の有無を確認したが、相談を希望する児童の学校生活ま

たは家庭生活に対する全体的な満足度（学校・家庭）の質問項目において、面接を希望しない児童に比べて有意に低い傾向にあるという結果が得ら

れた。カウンセリング希望のあった児童は24名（男子12名、女子12名）で、相談内容は学校での友人関係、親、兄弟間の葛藤などが多く、3年間通し

て同じ傾向が見られた。平成25～28年度は震災に関連した相談内容（PTSD関連、震災による生活の変化の影響）が見られたが、平成29年度は子
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供たちが日常生活で抱えやすい問題についての相談だけであった。また特にスクールカウンセラーや児童精神科医の介入が必要なケースも徐々に減

少し、29年度は0件となっている。これについては震災後の復興の中で子どものストレスが減少しただけでなく、学校でのスクリーニング機能の向上、

震災後の学校におけるメンタルヘルスに関する支援量の増大などが要因として考えられる。

3. 母子のメンタルヘルスに関するネットワーク構築について、先行研究にて平成24年度に設置した同市学校教育課が主催の「石巻市子ども関係者会

議」と要対協ケース会議、両方の会議に参加し、ケースに関するスーパービジョンを行いつつ、包括的なネットワークについて検討をおこなった。

学校、行政各部署での連携は年々スムーズに実施されるようになってきており、特に学校側の積極的なネットワークへの参加がみられるようになっ

てきている。さらに、28年度からは、母子だけでなく家族全体として問題を抱えるケースが増えてきていることもあり、地元の家庭医と地域包括セ

ンターのワーカーにも参加をお願いし、学校、行政、福祉、医療とネットワークの充実化を図った。

以上の研究を踏まえ、本研究で用いたスクリーニングツールは、早期発見と学校と行政の関係性の構築・維持を目的として、研究終了後平成30年度以降も石

巻市の事業として継続されることとなった。また、石巻市子ども支援者会議と要保護児童対策協議会が相補的に機能し包括的な子どもと保護者支援のための

ネットワークが構築できたと思われる。

④「石巻市子ども支援関係者会議」（以下、本会議）を定期的に開催した。本研究の目的は、本会議を通して支援活動を行なった被災児童の経過を追跡調

査し、その経過を明らかにすることである。2015年度〜2017年度には25回の会議を開催し、述べ39事例（実数は30名）について検討を行った。複数回検

討した事例が8名であった。小学校低学年が4名、高学年が9名、中学生が17名であった。検討内容（複数の問題を抱えて事例あり）は、震災関連症状1例、

不登校12名、虐待13例、親の精神疾患12例、経済的問題6例、知的発達障害12例であった。震災から時間が経つにつれ、ケースの背景に貧困や片親家庭、

親の精神疾患など、家族機能が十分に機能しない事例が増加した。震災以前からの問題が解決されないまま、複雑かつ重篤化して立ち行かなくなり、子

どもが症状を呈して教育現場から事例化していると考えられた。これらの事例では警察や児童相談所が介入していることも多く、本会議で多機関が集

まって情報を共有することで、各機関の特徴を活かした役割分担の整理や明確化がなされ、よりよい支援につながったと考えられた。

本会議を継続して開催することで、各機関の役割を互いに理解し”顔の見える連携ネットワーク”を地域に浸透させる契機になった。またみなで事例に対して

の責任を共有し、燃え尽きを防止する効果もあると考えられた。
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外傷（トラウマ）を受けた子どもの治療技法の有効性に関する研究

本研究は心的外傷における新しい治療をわが国において発展させるためTF‐CBTを実践しその有効性を検証するものである。2015年9月からPeer consultation

を開始している。2016年3月にWeb Consulationを行った。また、他施設との間でTF‐CBTに関する研究会を計3回（2017年3月4‐5日、2017年9月9‐10日、2018年3

月10−11日）行った。現時点で5症例を行っており（完了3例、中断2例）、完了例からは十分な効果が確認されている。

石巻市の被災児童に発症する精神障害の有病率に関する研究

構造化面接は2016年(被災後5年)に中学1年〜3年、2017年（非最後6年）に小学4年〜6年の児童に対して実施した。2016年は調査対象中学校の514名の生徒

のうち330名（回収率は64.2%、男子146名、女子184名、平均年齢は13.3±0.9歳）から同意が得られた。症状評価尺度の平均点は、DSRSは8.5±5.5（男子 7.8±5.0 、

女子 9.1±5.8）、S‐CASは20.2±19.1（男子 16.3 ±19.2、女子 23.3±18.5）、ODBIは10.9±10.0（男子 11.7±10.5、女子 10.3±9.5）、PTSSC‐15は19.2±14.8（男子

16.5±13.4、女子 21.2±15.6）であった。精神疾患の有病率は一般的な有病率と比較して高いものはなかったが、軽躁エピソードと診断できる児童が高率に存

在した。これは震災後に児童に見られるSerious Emotion Disturbance （SED）が軽躁エピソードの診断に影響を与える可能性があった（第58回日本児童青年期

精神医学会で報告、論文作成中）。また自殺念慮については被災の程度や外傷の程度よりも、現在のうつ状態が影響することが明らかとなった（第16回欧州

児童青年期精神医学会にて報告、論文作成中）。2017年は調査対象小学校377名のうち229名（回収率は60.7％、男子115名、女子114名、平均年齢は10.2±0.9

歳）から同意が得られた。症状評価尺度の平均点は、DSRSは6.1±4.3（男子 6.1±4.6 、女子 6.0±3.8）、S‐CASは16.5±13.7（男子 13.8±12.0、女子 18.3±13.4）、

ODBIは11.1±10.0（男子 10.6±9.6、女子11.3±10.1）、PTSSC‐15は14.9±12.9（男子 14.5±12.9、女子 14.7±12.3）であった。2016年の調査同様、軽躁エピソードの

有病率の高さが明らかとなった。症状評価尺度の値を小中学生で比較したところ、DSRS、SCAS，PTSSCは中学生で有意に高値であったが。ODBIの点数に有意

な差はなかった。（第59回日本児童青年期精神医学会で報告予定）



被災児童における症状の程度と精神疾患の有病率について

【目的】
石巻市の被災児童における症状の程度と精神疾患の有病率やリスク因子を明らかにする。

【対象】
石巻市内の公立小中学校に通う児童で、小学４年生から中学３年生を2年に分けて調査。平成28年は中学1−3年
生の514名、平成29年は小学4‐6年生の377名が対象。

【結果】
中学生は330名（回収率64.2%）、小学生は229名（回収率60.7%)より同意を得た。

(Table 1.症状の尺度)
• 抑うつ気分や不安、PTSD関連症状は中学生のほうが高い傾向がある。
• 年齢とともに不安から抑うつにシフト。PTSD関連症状が目立つようになる。

(Table 2. 有病率)
• 軽躁病エピソードは小中学生ともに目立っているが、双極性障害の診断まで考えると高い有病率とは言え

ない。
• 中学生でPTSDの診断は5名（1.5％）であった。

【考察】
#.  軽躁病エピソードの多さはM.I.N.I. KIDの手順の問題、心理発達過程にみられる年代特有の状態像の可能性。
#. 軽躁病を震災後のSerious Emotion Disturbanceとして捉える。
#. PTSDの頻度は先行研究に比して、決して高いものではない（Piyasil V. et. al. 2011, John PB. et. al. 2007, Agustini

EN. et. al. 2011)。
#. 今後は自殺の危険などの関連要因を検討する。
#. 性差は先行研究の一致（John PB. ea. al. 2007, Agustini EN. et. al. 2011) 。
#. 小中学生ともに、先行研究に比して有病率が高いとは言えない。

Table 2. Prevalence rate of mental disorder (%)

DSRS SCAS PTSSC‐15 ODBI

total score
(mean ± SD)

小学生 6.1±4.3 16.5±13.7 14.9±12.9 11.1±10.0

中学生 8.5±5.5 20.2±19.1 19.2±14.8 10.9±10.0 

Table 1. Mean score of rating scale

小学生 中学生

大うつ病エピソード 1.7  5.2 

気分変調症 0.0  2.1 

軽躁病エピソード 7.3  9.4 

現在 4.7  4.8 

過去 2.6  4.5 

躁病エピソード 0.9  2.7 

現在 0.0  1.8 

過去 0.9  0.9 

双極性障害 0.9  1.2 

自殺の危険生涯 5.2  10.9 

自殺の危険現在 5.2  10.6 

自殺の危険低度 3.4  9.1 

自殺の危険中等度 0.4  0.6 

自殺の危険高度 1.3  1.2 

パニック障害 生涯 0.4  1.2 

パニック症状限定発作 生涯 1.3  0.9 

パニック障害現在 0.9  0.6 

広場恐怖を伴わないパニック障害現在 0.0  0.3 

広場恐怖を伴うパニック障害現在 0.4  0.9 

パニック障害の既往のない広場恐怖 6.0  10.9 

分離不安障害 0.4  0.3 

社会恐怖現在 1.3  2.7 

特定の恐怖症 3.4  3.0 

強迫性障害現在 0.9  2.7 
PTSD 0.4  1.5 

行為障害現在 0.0  0.9 

反抗挑戦性障害現在 3.0  4.5 

全般性不安障害 0.9  0.3 



【目的】
被災から5年経過した被災地域の子どもの自殺リスクについて調査する。

【対象】
石巻市の2つの中学校1年〜3年生514名のうち、アンケート調査及び構造化面接に同意が得られた330名

【方法】
児童精神科医師による精神疾患簡易構造化面接法（小児・青年用）MNI‐KIDを用いた半構造化面接および自記式アンケート調査（子ども用、親用）を施行。ロジスティック回帰分析
を用いて自殺の危険に関連する因子を解析

【結果】（Table 3.)
自殺念慮を持つ子どもの割合は、10.9%。自殺の危険に有意な関連因子は抑うつ症状のみ。

【考察】

災害の直接的影響（被災の程度と避難所利用経験など）よりも抑うつ症状などの現在の状況の方が自殺念慮に影響。被災による直接的な影響は沈静化。離別体験や家族の精神疾患
などの家庭背景についての解析が十分でない。

ロジステック回帰分析 β オッズ比（95％信頼区間） P

age 0.218 1.244（0.815‐1.899） 0.312
male 0.012 1.012（0.433‐2.365） 0.978

DSRS total 0.182 1.200（1.086‐1.326） 0.000
＊

ODBI total 0.000 1.000（0.965‐1.036） 0.983
SCAS total 0.003 1.003（0.976‐1.030） 0.857

PTSSC total 0.013 1.013（0.972‐1.056） 0.534

被災の程度（半壊以上or, 半壊未満） ‐0.465 0.628（0.263‐1.498） 0.294

現在の居住状況 0.202 1.223（0.288‐5.189） 0.785

避難所利用と移動（なし・なし） ‐0.100 0.904（0.268‐3.048） 0.871

避難所利用と移動（あり・なし） 0.381 1.463（0.429‐4.987） 0.543

table 3. Logistic regression analysis of risk factor of suicide.

自殺のリスクの危険因子検討

* : p<0.05
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本年度の成果

PTSSC-15を用いた調査から、災害後の子どものトラウマ反応は継時的な変化を認め、2年以内には改善傾向を示すことが明
らかになった（学会発表済み・投稿準備中）。2011年から継続して、朝食を食べてこない児童、すなわち養育環境が不適切な
児童がPTSSC-15の得点が高い。

Measures:A paper-based survey was conducted, asking questions regarding traumatic symptoms and sleep duration using a self-report form.The self-report form 

consisted of the PTSSC-15 and a daily life activities questionnaire developed by the authors. The teacher-report form consisted of a disaster situation questionnaire 

for each student, developed by the authors.

Statistical analysis:The average PTSSC-15 total score, Depression subscale, and PTSD subscale in each grade and gender group were calculated separately for the 

seven time points: 2011, 2012,2013 2014,2015,2016 and 2017(after 8, 20, 30 42, 54, 66, and 78 months). The differences in the average PTSSC-15 total score, 

Depression subscale, and PTSD subscale after  20, 30 42, 54, 66, and 78 months were assessed by two-factor analysis of variance for each gender and period (time 

point)
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PTSSC-15 Total Score

** **** ** **
**

Compared to 2011, PTSSC-15 total score(Traumatic 
symptoms) had declined significantly in 

2012,2013,2014,2015,2016 and 2017.（2Way 
ANOVA All P<0.001）

Compared to 2011, PTSSC-15 total score(Traumatic 
symptoms) had declined significantly in 

2012,2013,2014,2015,2016 and 2017.（2Way 
ANOVA All P<0.001）

震災後の支援活動は、子どものトラウマ症状は一般的
に２０ヶ月までは継続しないことを念頭においた介入プ
ランを構築していくことが重要である。

被災の直接的な影響だけでなく、長期的には家庭環境の変化（
仮設住宅や親の失職など）の影響や、虐待などの不適切な養
育環境による影響も考慮しなくてはならない。

Clinical implication
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（t-test All P<0.001）
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who dose not eat breakfast,  had declined significantly

（t-test All P<0.001）



課題番号 (27 指 1403)

宮城県⽯巻市における東関東⼤震災 被災児童（⼩学⽣）の追跡調査

【⽬的/調査内容】

【調査対象】

本研究は東⽇本⼤震災の被災を経験した⽯巻市内における⼩中学⽣年代の⼦ども達と千葉県内の公⽴⼩中学⽣の⼦ども達との

健康状態を⽐較するものである。調査尺度としては⼦ども版災害後ストレス反応尺度(PTSSC-15)と、⽣活習慣調査（睡眠時間

および朝⾷摂取の有無について）を⽤いる。時間の経過、発達にともなう得点の推移、傾向の記述を⾏う。これは、過去に⽯巻

市で得られた震災からの時間経過に伴う得点の推移が（Iwadare,et al.,2014; Usami,et al.,2014）、被災からの時間の経過に

よるものなのか、発達に伴う通常の変化なのかを検討するためである。⾮被災地において同じ質問紙を⽤いた調査を3年間継続し

て実施することで、得点の推移、傾向を記述し、以下の点を⽐較する。

1).⼦どもの⾃⼰評価によるストレス反応（PTSSC-15）の得点の推移 本尺度はPTSD（8項⽬）と「抑うつ（7項⽬）」の２

つの下位尺度から構成され、⼼的外傷後ストレス障害(post traumatic stress disorder : PTSD)だけに限定されない反応がスク

リーニングできる。2). 【⽣活習慣調査】「睡眠習慣」および「朝⾷摂取の有無について」の新たに作成した質問紙を使⽤する。

⽯巻市：⼩中学⽣全数調査

千葉県市川市：2016年度に⼩学校4年⽣と中学1年⽣であった児童の2年間の継続調査をを⾏った

【結果】

朝⾷未接種率

回収率

全学年で⽯巻市の児童が朝⾷未接種率が⾼い傾向にあった



【結果②】

【本年度の成果】

前年度の調査では⼩学⽣では被災地（⽯巻市）でPTSSCｰ15の総得点が⾼く､中学⽣では被災地（⽯巻市）と⾮被災地（市川市）に差はなかった。しかしなが

ら2017年度調査では⼩学⽣では得点の差がなく､中学⽣では被災地（⽯巻市）の得点が⾼かった.

経時的にみた場合に⼩学⽣では被災地（⽯巻市）では得点が軽快し､⾮被災地（市川市）では有意な得点の変化は認めなかった。中学⽣においては被災地（⽯

巻市）では得点が悪化し､⾮被災地（市川市）では有意な差は認めなかった。被災地では⼩学⽣年代に軽快した得点が中学⽣年代に⼊ると再び悪化してゆく可

能性が考えられ､トラウマ反応は特に中学⽣年代で再燃する可能性を⽰唆するものである。

朝⾷摂取率は被災地（⽯巻市）で⾼かった。睡眠習慣では被災地（⽯巻市）と⾮被災地（市川市）で特記すべき特徴を認めなかった。被災地では⽣活習慣の

乱れがあり､被災地の外傷体験は⼩学⽣で⾼い傾向にあると考えられる。

PTSSCｰ15:⼩学⽣

睡眠習慣
⽯巻市 市川市

PTSSCｰ15:中学⽣



課題番号 ：27指1403
研究課題名 ：東日本大震災における被災児童の前向き追跡研究および被災児童の心的外傷後

ストレス障害（PTSD）に関する研究
分担研究課題名：被災地の保健行政からみた被災児童の精神保健に関する研究
主任研究者名 : 牛島洋景
分担研究者名：佐竹直子（国立精神・神経医療研究センター病院精神科）

キーワード ：被災地 保健行政 母子 連携システム
研究成果 ：本分担研究では、先行研究（国際医療開発研究事業渡部班H25-27年）に続き、東日本大震災によって被災
した宮城県石巻市（以下同市）在住の児童の精神保健的な問題への保健行政による関与についての実態把握と、母子に対す
る地域支援ネットワーク、特に学校と保健行政の連携に注目した連携システムの構築について、更にメンタルヘルスについ
て問題を抱える児童の早期発見のためのスクリーニングツールの作成とその効果判定の研究を3年間実施した。

Ⅰ メンタルヘルスに関して介入が必要とスクリーニングされた被災児童及び母親のケース
の実態把握とフォローアップ

石巻市虐待防止センター（以下同センター）の保健師をゲートキーパーとして、同セン
ターだけでなく、市役所の各部署からアセスメントや介入を依頼される児童および母親、家
族についての実態調査を行った。今年度相談内容については、子どものケースが12件、親
のケースが1件、関係者会議に対するスーパービジョンが4件であった。うち、要保護児童
対策地域協議会（以下要対協）に関するケースが3件とこの3年間年間減少傾向にある。こ
の要因として、要対協や石巻市こども関係者会議等で、すでに支援体制が確立され対策が検
討されるようになったことが考えられる。

また児童に関する相談は今年度小学生3件、中学生6件、高校生4件で、小中学生の相談件
数はこの3年間ほぼ横ばい、28年度より高校生の相談ケースがみられるようになってきてい
る。これまで中学生以下の支援体制を構築してきた中で、その対象にならない年齢層への支
援サービス不足のあらわれと考えられ、今後この年齢層に対する支援体制の検討が必要と思
われた。

0

5

10

15

児童

親

関係者

相談対象者



Ⅱ メンタルヘルスに問題を抱える児童の早期発見に関するスクリーニング

同センターがストレスを抱えて悩む子供たちの早期把握に努めることを目的にH25年度より同市内の小学生に対して
日常生活調査が開始し、先行研究から継続してスクリーニングツール（修正版QCD（自記式））の作成と調査結果の分
析を共同で行なってきた。今年度も市内7小学校計560名に対して調査を行った。

生活上の困難度を表す総得点の平均は25年度から徐々に年々低下してきており、これまで震災から時間が経過し生活
再建が進む中で、子供のストレスも軽減してきていると考えられる。また調査時にカウンセリング希望の有無を確認した
が、相談を希望する児童の学校生活または家庭生活に対する全体的な満足度（学校・家庭）の質問項目において、面接を
希望しない児童に比べて有意に低い傾向にあるという結果が得られた。。

カウンセリング希望のあった児童は24名（男子12名、女子12名）で、相談内容は学校での友人関係、親、兄弟間の
葛藤などが多く、3年間通して同じ傾向が見られた。平成25～28年度は震災に関連した相談内容（PTSD関連、震災に
よる生活の変化の影響）が見られたが、29年度は子供たちが日常生活で抱えやすい問題についての相談だけであった。
また特にスクールカウンセラーや児童精神科医の介入が必要なケースも徐々に減少し、29年度は0件となっている。こ
れについては震災後の復興の中で子どものストレスが減少しただけでなく、学校でのスクリーニング機能の向上、震災後
の学校におけるメンタルヘルスに関する支援量の増大などが要因として考えられる。

なおこのスクリーニングツールは、早期発見と学校と行政の関係性の構築・維持を目的として、研究終了後H30年度
以降も事業として継続されることとなった。

Ⅲ 同市における母子のメンタルヘルスに関するネットワークの構築

母子のメンタルヘルスに関するネットワーク構築について、先行研究にて平成24年度に設置した同市学校教育課が主催
の「石巻市子ども関係者会議」と要対協ケース会議、両方の会議に参加し、ケースに関するスーパービジョンを行いつつ、
包括的なネットワークについて検討をおこなった。学校、行政各部署での連携は年々スムーズに実施されるようになってき
ており、特に学校側の積極的なネットワークへの参加がみられるようになってきている。さらに、28年度からは、母子だ
けでなく家族全体として問題を抱えるケースが増えてきていることもあり、地元の家庭医と地域包括センターのワーカーに
も参加をお願いし、学校、行政、福祉、医療とネットワークの充実化を図った。今後の課題としては地元の児童精神科・精
神科の専門家にこのネットワークへの参加をどのように促していくかとことがあげられる。

平成25年度
N=387

平成26年度
N=941

平成27年度
N=959

平成28年度
N=777

平成29年度
N=560

QCD得点 平均 35.10 30.93 30.71 31.17 27.54
相談希望者数 26 27 28 33 29

⾯接実施数 17 6 7 15 24



課題番号 (27指 1403)

｢外傷体験を受けた⼦ども達における治療についての研究｣
TF-CBT（ Trauma-focused Cognitive Behavior Therapy )

の効果実証研究

【⽅法】

【⽬的】

Deblinger, Cohen, Mannarinoらによって開発されたTrauma-Focused Cognitive Behavior Therapy(TF-CBT)は、欧⽶のいくつかのPTSD治療ガイド
ラインにおいて有効であるとされている。国際トラウマティック・ストレス学会（International Society for Traumatic Stress Studies ISTSS，2009）、
⽶国児童⻘年精神医学会（American Academy of Child and Adolescent Psychiatry,2009）のガイドラインでは、⼦どものPTSD治療の第⼀選択であると
されており、英国・国⽴医療技術評価機構（National Institute for Clinical Excellence NICE,2005）も、性的虐待に対するTF-CBTの有効性を認めている。
⽶国国⽴犯罪被害者研究治療センター（National Crime Victims Research and Treatment Center）と性暴⼒とトラウマティック・ストレスセンター
（Center for Sexual Assault and Traumatic Stress）により発⾏されている「⾝体的性的被虐待児のための治療ガイドライン」では、さまざまな治療プロ
グラムの中で唯⼀｢⼗分⽀持される有効な治療法｣として位置づけられている。また最近では、⾃然災害やテロの被害、DV被害や外傷性悲など、複合的な⼼
的外傷を体験した⼦どもたちにも適応されており、効果が実証されている。しかし、TF-CBTのわが国での実践はまだほとんどなされていないのが現状であ
る。

本研究では⼼的外傷における新しい治療をわが国において発展させるため、TF-CBTを実践しその有効性を検証するものである。

⽶国国⽴⼦どものトラウマティック・ストレス・ネットワークが発⾏している「TF-CBT実践マニュアル」で推
奨される⽅法で実施する。すなわち、治療マニュアルとして推奨されている「Treating Trauma and 
Traumatic Grief in Children and Adolescents」、およびWeb Training（TF-CBT web, http:/TF-
CBT.musc.edu/index.php 2005.）に基づいて本治療を実施する。
TF-CBTは⼼理的外傷体験をもつ⼦ども達の⽀援プログラムであり全体で8-16セッションを施⾏する。1セッ
ション40-45分の治療時間を要する（TF-CBTに関する治療内容および治療の流れについては別添２資料を参
照）。

尚本研究はプログラム開発者の⼀⼈であるDr.DeblingerからLive training （2011年7⽉、⽶国ニュージャー
ジー州、CARES Institute(Child Abuse Research Education & Service)）を受け､わが国でTF-CBTの臨床実
績のある兵庫県こころのケアセンター児童精神科 ⻲岡智美医師よりスーパーバイズが⾏われる。これはTF-CBT
の治療をより正確かつ公正に⾏うためのものである。

その際には暗号化されたファイルで症例経過や⾯接記録を送信しSkypeなどでスーパーバイズを受ける。それ
に加えて､TF-CBTの開発者(Dr.Deblinger, Dr. Judith Cohen and Dr. Anthony Mannarino) らと緊密に連絡を
取りながら、ケース進⾏中に必要に応じてスーパービジョンを受ける予定である。プログラム実施のすべての過
程において、対象の安全に細⼼の注意を払い慎重に実施する。また治療終了後⼀年間の間⽉に1回程度のフォ
ローアップを⽉1回の頻度で⾏う。

国府台児童精神科

兵庫県こ こ ろ のケアセンタ ー

スーパバイ ス

Center fo r Traum atic Stress in  Ch ild ren  and  Ado lescents 

in  A lleg heny Genera l  Hosp ita l

D r. Ju d ith  Co h en  a n d  D r. A n th o n y  M a n n a r in o

CARES Institu te in  Rowan Un iversity (NJ)

  D r. Es te r  D eb lin g e r

連結可能匿名化

臨床/面接経過

評価尺度※

連結可能匿名化

臨床/面接経過

評価尺度※

スーパバイ ス



TF-CBT実施前後に次の評価尺度を適宜組み合わせて、PTSDおよび関連障害の症状改善度を評価する。以下の評価尺度をTF-CBT施⾏前と施⾏後にそれぞれ
⾏う。①UPID(UCLA PTSD Index for DSM-Ⅳ)②TSCC-A（Trauma Symptom Checklist for Children-A）③CBCL（Child Behavior 
Checklist）またセッション毎にSpence Childrenʻs Anxiety ScaleとBirlesonʼs depression self-rating scale for childrenを施⾏する

【現在の進⾏状況】

Introducto
ry training

2016年1-2017年3⽉2015年9⽉

倫理委員会 Web_consultation
×4

Peer Consultation
×1/week

現在までにTF-CBTのIntroductory trainingを全受講者
が受講を完了した。2015年9⽉に倫理委員会の審査を
完了し､Peer consultationを開始している。2016年3
⽉にWebConsulationを⾏った。

現時点で5症例を⾏っている(完了3例 中断2例 ）

他施設（岩⼿医科⼤学医学部 神経精神科）との間で
TF-CBTに関する研究会を計3回⾏った（H30年3⽉
10­11⽇ H29年9⽉9-10⽇ H29年3⽉4-5⽇）

症例 年齢 ⼊院/外来 性別 診断 トラウマの種別 UPID得点 進⾏状況

症例1 13歳 ⼊院 ⼥児 複雑性PTSD 愛着障害 家庭内暴⼒の⽬撃
⾝体的虐待 49 PRACまで施⾏し⼀

時中断

症例2 15歳 外来 ⼥児 複雑性PTSD 家庭内暴⼒の⽬撃
⾝体的虐待 34 完了

症例3 15歳 外来 ⼥児 複雑性PTSD 医療⾏為
スポーツ外傷 40 主治医異動のため⼀

時中断

症例4 13歳 外来 男児 複雑性PTSD ⾃然災害（地震） 34 完了

症例5 15歳 外来 ⼥児 複雑性PTSD ⾃然災害（地震） 34 完了

【症例】



課題番号   ：２７指１４０３ 

研究課題名  ：東日本大震災における被災児童の前向き追跡研究および被災児童の心的外傷後ストレ

ス障害（PTSD）に関する研究 

主任研究者名 ：牛島洋景 

分担研究者名 ：稲崎久美 

 

キーワード   ：石巻市子ども支援関係者会議、多機関との連携、追跡調査 

研究成果     ： 

  

   《 I 》研究の背景・目的 

東日本大震災で甚大な被害を受けた石巻市では多くの児童生徒が被災したが、児童精神科医療の資源

は乏しく入院治療施設も少ない。「石巻市子ども支援関係者会議」（以下、本会議）は、学校再開と

ともに顕在化してきた不登校や素行の問題、震災以前からあった問題の膠着・悪化、虐待の増加など

に、医療機関だけではなく教育機関や行政・福祉と連携して支援し、経過追跡を行うことを目的に震

災から1年半後の平成24年9月に設置された。本研究の目的は、本会議を通して支援活動を行なった被

災児童の経過を追跡調査し、その経過を明らかにすることである。 

    

   《 II 》3年目の実施内容 

平成29年度に本会議は9回開催され、延べ14名（13事例）について検討を行った。 

① 震災関連症状と考えられたのは13事例中1例だった。震災関連の相談事例は減少傾向にあった。② 

13事例中4例で親に精神もしくは身体疾患があり、5例に深刻な貧困があった。 13事例中5例は片親家

庭であった。虐待などの事由で児童相談所が介入していたのは6事例であった。これらの機能不全家族

の事例は年々増加しており、関係機関との連携および情報共有、そして継続した支援の重要性が示唆

された。 

③ 13事例中2例に知的障害、２例に発達障害を認めた。特別支援教育は未だ十分に整備されていない

ため、障害を抱える子どもたちの学ぶ環境整備（支援級／通級の増設、支援級教諭の専門性向上のた

めの研修会など）は引き続き喫緊の課題であると考えられた。 

 

《 III 》分担研究の成果 

１）「石巻市子ども支援関係者会議」は平成24年度から平成29年度まで全51回開催され、延べ81名（66

事例）について検討を行った（表１）。男子41名、女子25名と、男子が６割以上をしめ、小学生と中

学生はほぼ同数だった。複数回にわたり検討を行なった事例は19事例あり、数年にわたり検討を必要

とした事例もあった。 

２）平成24年度は詳細な記録が残っておらず、詳細な事例の検討は平成25年度以降で行なった（表２）。

震災との直接の関連が認められる事例（親の震災死など）のみをカウントしたが、平成25年度は検討

された全例が被災していた。自宅崩壊が７割、家族の震災死があったものが３割で、約半数が震災以

降に問題が生じてきたケースだった。全体の約７割が不登校で、３割超で虐待を認めた。一方震災か

ら5年目となる平成28年度は約半数で不登校と虐待を認めた。被災状況については約６割で確認をして

いなかった。これは全体的に震災の影響が沈静化したことや、震災との関連が不明瞭になってきたた

めと考えられた。 



３）震災から時間が経つにつれ、ケースの背景に貧困や片親家庭、親の精神疾患など、家族機能が十

分に機能しない事例が増加した。震災以前からの問題が解決されないまま、複雑かつ重篤化して立ち

行かなくなり、子どもが症状を呈して教育現場から事例化していると考えられた。これらの事例では

警察や児童相談所が介入していることも多く、本会議で多機関が集まって情報を共有することで、各

機関の特徴を活かした役割分担の整理や明確化がなされ、よりよい支援につながったと考えられた。 

４）問題の背景に知的障害や発達障害のある事例を毎年3ー5割認めた。石巻市では発達障害を診断で

きる医療機関が少なく、また診断されたとしてもその後の療育や特別支援教育なども十分に整備され

ていない。障害を抱える子どもたちの学ぶ環境整備、すなわち支援級や通級の増設、支援級教諭の専

門性向上のための研修会などは、喫緊の課題であると考えられた。 

５）本会議を継続して開催することで、各機関の役割を互いに理解し”顔の見える連携ネットワーク”

を地域に浸透させる契機になった。またみなで事例に対しての責任を共有し、燃え尽きを防止する効

果もあると考えられた。 

 

 

 

 
開催数 

延べ 

人数 
実数 

複数回

検討 
男子 女子 

小学校

(低) 

小学校

(高) 
中学生 

高校生

以上 

H24 6 11 10 1 5 5     

H25 10 14 11 3 4 7 4 1 5 1 

H26 10 17 15 4 14 1 2 5 7 1 

H27 8 9 9 1 5 4 2 5 2 0 

H28 9 16 8 5 4 4 1 3 4 0 

H29 8 14 13 2 9 4 1 1 11 0 

計 51 81 66 19 41 25 10 15 29 2 

 

表１ 石巻市子ども支援関係者会議で検討した事例の概要 

 

 

 実数 
震災関連

症状 
不登校 虐待 

片親 

家庭 

親の精神

疾患 
貧困 

知的障害

発達障害

H25 11 2 8 4 3 4 0 2 

H26 15 1 12 5 8 4 1 6 

H27 9 0 4 3 6 4 0 4 

H28 8 0 5 4 3 4 1 4 

H29 13 1 3 6 5 4 5 4 

計 56 4 32 22 25 20 7 20 

 

表２ 石巻市子ども支援関係者会議で検討した事例の詳細 
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